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平成２４年度の防衛省における事後評価の実施に関する計画の一部変

更及び平成２５年度の防衛省における政策評価の実施について（通達）

防官企第１１９６７号（２４．９．７）により通達した平成２４年度の防衛省に

おける事後評価の実施に関する計画の一部変更を別添１のとおり、及び平成２５年

度の防衛省における政策評価の実施について別添２のとおり定めたので、通達する。

関連文書：防官企第１１９６７号（２４．９．７）

添付書類：１ 平成２４年度の防衛省における事後評価の実施に関する計画の一部

変更（略）

２ 平成２５年度の防衛省における政策評価の実施について



平成２５年度の防衛省における政策評価の実施について

１ 防衛省における政策評価に関する基本計画（２３．３．３１。以下

「現行基本計画」という。）において、防衛省の政策評価は、平成２

３年度以降に係る防衛計画の大綱（平成２２年１２月１７日安全保障

会議決定・閣議決定。以下「防衛大綱」という。）及び中期防衛力整

備計画（平成２３年度～平成２７年度）（平成２２年１２月１７日安

全保障会議決定・閣議決定。以下「中期防」という。）の実現のため

実施することとされているところ、平成２５年度の防衛力整備等につ

いて（平成２５年１月２５日安全保障会議決定・閣議決定。以下「２

５整備方針」という。）により防衛大綱及び中期防の取扱いについて

の方針が示されたことから、平成２５年度に限り、次に掲げるところ

により政策評価を実施することとする。

（１）平成２５年度の政策評価については、現行基本計画第１項中「平

成２７年度までの５年間」とあるのは「平成２５年度までの３年間」

と、第２項第１号①中「防衛計画の大綱及び中期防衛力整備計画」

とあるのは「平成２５年度の防衛力整備等について」と、「平成２

３年度以降に係る防衛計画の大綱（以下「防衛大綱」という。）及

び中期防衛力整備計画(平成２３年度～平成２７年度)(以下「中期

防」という)」とあるのは「平成２５年度の防衛力整備等について(以

下「２５整備方針」という。)」と、同号②中「防衛大綱及び中期

防」とあるのは「２５整備方針」と読み替えるものとする。

（２）政策評価を実施する対象の選定及び政策評価書の作成に当たって

は、原則として現行基本計画の規定に従いつつ、２５整備方針の趣

旨及び平成２６年度概算要求の検討を踏まえて行うものとする。

２ 平成２６年度以降の政策評価は、２５整備方針に基づき平成２５年

中に行われる防衛大綱の見直しの結果を踏まえ、平成２５年度中に定

める基本計画に基づき実施することとする。


